
 

 

 

 

 

  

(単位 : 千円)

8,499,810 7,784,399

1,680,030 7,027,774

794,388 344,649

5,523,060 10,368

163,940 181,763

111,219 51,222

3,101 80,885

32,674 29,421

44,885 56,438

125,000 1,880

18,845 698,778

7,207 657,618

△ 4,539 3,521

1,218,445 30,701

( 169,632 ) 6,938

67,893 8,483,177

91,622

10,116 1,235,264

( 784,323 ) 50,000

544,758 198,908

239,566 198,908

( 264,490 ) 986,356

24,643 986,356

22 986,356

2,851 △ 2,303

236,995 △ 2,303

△ 22 2,117

1,235,078

9,718,255 9,718,255資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

新 株 予 約 権

純 資 産 合 計

破 産 更 生 債 権 等

そ の 他 利 益 剰 余 金

長 期 前 払 費 用

繰 越 利 益 剰 余 金

差 入 保 証 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定

資 本 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 資 本 剰 余 金

関 係 会 社 株 式

利 益 剰 余 金

リ ー ス 資 産

(純資産の部)

無 形 固 定 資 産

株 主 資 本

ソ フ ト ウ エ ア

資 本 金

有 形 固 定 資 産

資 産 除 去 債 務

建 物

繰 延 税 金 負 債

工 具 器 具 備 品

負 債 合 計

そ の 他 長 期 借 入 金

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

金 利 ス ワ ッ プ

未 収 入 金 預 り 金

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 そ の 他

繰 延 税 金 資 産 固 定 負 債

未 払 法 人 税 等貯 蔵 品

未 払 消 費 税 等前 払 費 用

商 品 未 払 金

未 払 費 用未 成 工 事 支 出 金

電 子 記 録 債 権 一年内返済予定の長期借入金

売 掛 金 リ ー ス 債 務

(資産の部) (負債の部)

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

科 目 金 額 科 目 金 額

貸 借 対 照 表

            平成29年12月31日現在
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個 別 注 記 表 

 
１．重要な会計方針に関する注記 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式  移動平均法による原価法 

（２）デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

デリバティブ  時価法 

（３）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定） 

仕掛品・貯蔵品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定） 

未成工事支出金  個別法による原価法 

（４）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 定率法。但し、平成 28年４月１日以後に取得した建物附属           

（リース資産を除く） 設備については定額法を採用しております。 

無形固定資産 定額法。なお、自社利用ソフトウエアについては、社内にお

ける見込利用可能期間（５年以内）に基づく定額法を採用し

ております。 

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産に

ついては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。 

（５）引当金の計上基準 

貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

（６）ヘッジ会計の処理 

ヘッジ会計の処理 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処

理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理

によっております。 

（７）外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

（８）請負工事に係る収益及び費用の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約について

は工事進行基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しており

ます。なお、工事進行基準を適用する工事の当事業年度末における進捗度の見積りは、

原価比例法によっております。 

（９）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

２．追加情報 

   繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用 

    「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26号  

    平成 28 年３月 28日）を当事業年度から適用しております。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額 160,498 千円 

（２）関係会社に対する金銭債権債務  

短期金銭債権 1,297,316 千円 

短期金銭債務 211,945 千円 
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４．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、未払事業税、未払賞与、資産除去債務、関係会社株式

評価損及び評価性引当額であります。また、繰延税金負債の発生の主な原因は資産除去債務

であります。 

 

５．関連当事者との取引に関する注記 

親会社  

属性 
会社等の 

名称 

議決権等の

(被所有)所

有割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親会社 アスクル㈱ 
(被所有) 

直接 87.44% 
役員の兼任 

売上 

仕入 

9,062,656 

1,395,902 

売掛金 

買掛金 

1,150,302 

203,612 

（注）１．市場価格を参考に交渉の上決定しております。 
２．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には含まれており 

ます。 

 

６．1株当たり情報に関する注記 

（１）1 株当たり純資産額   77,613 円 05 銭 

（２）1 株当たり当期純利益 7,670 円 39 銭 

 

７．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

８．その他の注記 

記載金額は千円未満を四捨五入して表示しております。 

 

９．当期純利益額 121,852 千円 

 


